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科学者の戦争動員
アルキメデスの故事を持ち出すまでもなく、権力者は古代より科学者（自然哲学者）
が有する特殊な知識や技術を軍事のための装備開発に活かそうと努めて来た。ガリレオは
望遠鏡で夜空を観察したが、遠くから敵の動向を探る用具として望遠鏡を軍隊に売り込ん
だ。このように、科学者の軍事協力は長い間個人参加という形であったが、やがて層とし
て社会に占めるようになった20世紀以降は、科学者の組織的な戦争への動員が行われた。
戦争の多様な側面で科学者の持つ能力が様々に利用されるようになったのだ。
第 1 次世界大戦は毒ガス戦となったことで知られているが、空中窒素の固定法で農業革
命を起こしたフリッツ・ハーバーが、自らの化学の知識を生かして毒ガスの開発・製造に
加担した。さらに、発明されたばかりの飛行機を爆撃機へと作り替えたり、戦車や潜水艦
を軍事用に改造したりしたが、これも科学者の組織的協力があったからこそのことであっ
た。第 2 次世界大戦では、兵器や戦争に関わる諸々の装備品開発のための特殊プロジェク
トを設定し、科学者を系統的・組織的に大動員した。その典型が原爆の開発だが、レーダ
ー（殺人光線と呼ばれた）、戦闘機、血液、ペニシリン、感染症対策なども、膨大な軍事
資金と科学者の動員によって推進させた。戦争は「科学戦」となったのである。第 2 次世
界大戦後は、どの国においても常時科学者を戦時研究に組み込む方式が採用されており、
博士号を持つ科学者を軍付属の研究所で雇用するとともに、大学や研究機関に資金を提供
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して民生研究を軍事研究へ転用する方式（Spin On）が採用されている。戦争への科学の
利用は当然となっているのである。
それを象徴するものとして「100年の間の爆弾の「進化」」を示しておこう。
時期 爆発力 飛翔距離 犠牲者数
1860年 20kg 10km 5 人
WW1 2 トン 100km 50人
WW2（原爆） 20キロトン 4000km 20万人
1960年（水爆） 20メガトン 10000km 200万人
倍率 10億倍 1000倍 40万倍
1860年はアメリカの南北戦争時であり、WW2（第 2 次世界大戦）と1960年では、爆発
力はTNT火薬の重量に換算したものである。爆弾の爆発力とともに、航空機そしてミサ
イルの発達によって地球全体が戦場になるまで「進化」した。これは科学者の協力、それ
も主体的参加があったためであることは明らかだろう。
日本においても、第 2 次世界大戦が終了するまでは、明治維新以来の富国強兵政策と戦
争への軍事動員によって科学者が国や軍に奉仕することが当然と考えられてきた。このこ
とを深く反省したのが、日本の戦後の科学の出発点であったのだが・・・。
安倍内閣の「軍学共同」路線
1949年に新発足した日本学術会議は創立宣言において、過去の戦争への協力を反省して
世界の平和と文化の創造のための科学であることを誓い、1950年の総会では「戦争を目的
とする科学の研究には絶対従わない決意の表明」を行なった。この決議は、米軍資金の導
入問題が明らかになった1967年に再び「軍事目的のための研究を行わない声明」として再
決議された。学術界を代表する日本学術会議がこのような決議を二度にわたって宣言した
結果として、日本では大学や研究機関が公然と軍事研究に従うということが行われないで
きた。世界的に科学者が軍事研究を行なうことが当たり前である状況において、これは極
めて稀有なことであり、学術の世界も平和憲法の精神を尊重してのことであった。
ところが安倍内閣の成立とともに状況が一変しつつある。2013年12月に安倍内閣は「国
家安全保障戦略」「防衛大綱 5 ヵ年計画」「平成26年度防衛力整備計画」の 3 件の軍拡路
線を宣言する閣議決定を行なったのだが、その中で「大学や研究機関との連携の充実によ
り、防衛にも応用可能な民生技術（デュアルユース技術）の積極的な活用に努める」と
「軍学共同」路線が明示されたのである。「軍」セクターである防衛省・自衛隊と「学」
セクターである大学や研究機関とが、共同して、軍事装備品の開発を目的として、情報交
換・開発研究の実施などを行なうことを「軍学共同」と呼んでいる。
現在の日本では、2004年以来防衛省技術研究本部（現在は防衛装備庁）と大学・研究機
関との間で「技術交流」が行われてきた。これには予算の執行がないので、多くの問題点
を孕んでいるのだが今回の報告では省く。もう 1 つは、2015年から開始された「安全保障
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技術研究推進制度」で、大学・研究開発法人の研究機関・企業の研究所を対象として、防
衛装備庁が研究資金を提供して軍事装備品の開発研究を委託する制度である。単純に言え
ば、民生目的の研究を行なっている大学等の研究者に対し、金の力で軍事目的に転用させ
ようという委託・受託制度で、いよいよ科学者を本格的に軍事研究に参画させる道が開か
れたことになる。私たちはこれを「学問の軍事化」として捉え反対運動を行なっている。
安全保障技術研究推進制度の概要
この制度の目的は「将来有望な防衛装備品の開発のための基礎研究」とわざわざ「基
礎研究」と呼んではいるが将来装備化される可能性があり、軍事研究の開始と見做さなけ
ればならない。実際、防衛装備庁が示す研究テーマ（2017年度では30のテーマが提示され
ている）から、ステルス機に塗布するメタマテリアルや水中ドローンの開発に結び付く水
中移動体など、具体的にどのような軍事目的に使われそうかを想像することができる。こ
れらの研究テーマに対する研究者からの提案を募集し、有望でありそうなものを採択して
研究資金（通常、年間3000万円を上限として 3 年継続）を提供する、という仕組みとなっ
ている。
注意すべきことは、研究の委託を受けるのは研究者ではなく、その研究者が所属する
機関の長であることで、大学等の研究機関が組織として、この委託・受託制度に組み込ま
れるということである。もう 1 点警戒すべき事柄は、採択された各課題には防衛装備庁の
職員がPO（プログラムオフィサー）として就き、研究計画の見直し、研究の進捗状況、
成果の公開の可否、予算の執行状況などに関する助言（管理・干渉・協議）を行なうとい
う点である。POからの報告は全体を統括するPD（プログラムディレクター）に集約され
て、研究の進み具合と成果が厳格にチェックされるという体制となっている。この辺りは
通常の産学共同よりは厳しい条件となっており、委託・受託・管理について研究者に対す
る縛りが強くなっていることに留意する必要がある。
2015年度は予算 3 億円で応募総数が109件もあり、採択は 9 件のみであったから10倍以
上の高倍率となった。後述する「研究者版経済的徴兵制」で、研究費不足に悩む研究者が
どんなに多いかを思い知らされることになった。しかし、2016年度は予算が 6 億円に倍増
されたにもかかわらず、応募数は44件に激減した（採択は10件）。私たちの反対運動が功
を奏したこともあったかもしれないが、マスコミ（東京、毎日、朝日）や地方紙が批判的
に書いてくれたこと、戦争法反対運動が全国的に広がって軍国主義への拒否感が広がった
こと、などが応募数減少の理由ではないかと思っている。やはり、社会における軍事研究
への批判的雰囲気が重要であることがよくわかる。
2015年と2016年に採択された課題を見ると、（ 1 ）海中ドローンや海中通信など海洋を
舞台とする研究、（ 2 ）テロとの毒ガス戦を想定しているのか毒ガスの吸着・分解物質の
研究、（ 3 ）ステルス機の翼や胴体に塗布する物質の研究、などが共通している。基礎研
究と言いながら、現実に直ちに応用できるテーマが選ばれており、日本はどの世界でも本
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来の基礎研究をおざなりにする国だと苦笑させられる。
3 年目の2017年度になって安全保障技術研究推進制度の予算が110億円に大幅幅増額さ
れ、従来の年間3000万円（ 3 年間で9000万円）クラスのもの以外に、 5 年間継続で20億円
クラスの募集が新設された。大学の研究所か研究開発法人の研究機関のような組織全体を
軍事研究に参画させ、「死の谷」と呼ばれる基礎研究と実証モデルの間に存在するギャッ
プを乗り越えることが目的なのではないかと推測している。そして、それは産官学連携と
軍学共同を結び付けて、将来の軍産官学複合体へと発展させることを目論んでいるのでは
ないかと考えられる。さて、2017年度にどのような研究テーマと研究組織が採択されるか
注視したい。
日本学術会議の50年ぶりの声明
以上のように急進展する軍学共同に対して、 2 度も「戦争を目的とする研究を行わな
い」との声明を出した日本学術会議の動きは鈍かった。というより、大西隆会長は「これ
までの 2 度の声明は堅持するが、自衛のための安全保障研究は許容される」との意見の持
ち主で、防衛省の委託制度に対して許容論を振りまく状態が続いていたのである。しか
し、会員からのクレームもあり、ようやく2016年 5 月に「安全保障と学術に関する検討委
員会」が設置されて日本学術会議としての公的な議論が行われるようになった。結局、
2017年 3 月まで11回の委員会審議と 1 回の会員以外も参加し意見が述べられるシンポジウ
ムが行われ、 3 月24日に50年ぶりに科学者と軍事に関わる「軍事的安全保障研究に関する
声明」が発出されたのである。
この声明では「軍事的安全保障研究」という耳慣れない用語が使われているが、端的
に言えば軍事研究のことで、これまでの 2 度の声明を「継承する」としているように、軍
事研究に携わることに対して基本的には反対する立場で声明が出されている（明示はし
ていないが）。そこでは、軍事的安全保障研究（つまり軍事研究）に関わって、（ 1 ）資
金源：軍事目的に転用され得ることから研究の入り口で慎重に判断すべき、（ 2 ）研究目
的：将来の装備開発につなげるという目的に沿っていて政府の介入が著しく問題が多い、
（ 3 ）成果の公開性：研究の方向性や秘密性の保持を巡って政府による研究者の活動への
介入が強まる懸念がある、と 3 点について危険性を指摘している。特に「政府の介入」が
二度まで言われているように、学問の自由を守るために権力の介入を招く口実を与えては
ならないことが強調されている。そして（ 4 ）審査制度：軍事研究と見做される可能性の
ある研究について、その適切性を技術的・倫理的に審査する制度を設けるよう各研究機関
に要請している。防衛装備庁の「安全保障技術研究推進制度」に応募すべきではないと明
確には述べていないが、よく読めばそのことを主張していることは明らかである。
この声明が出される以前から、新潟大学の行動規範（2015年10月）や関西大学の研究倫
理（2016年12月）など各大学で議論し倫理規範などが出され、明治大学、法政大学、早稲
田大学などの有名私立も含め、多くの大学で防衛装備庁の制度に応募しないことを宣言し
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ている。さらに、この声明を基本として応募を拒否する大学（例えば高知工大、北見工
大、室蘭工大など工学の単科大学）も多く表れ、現在までに30を超える大学が何らかの形
（学長宣言、理事会声明、評議会決定など）で拒否の態度を明確にしている。今後さらに
多くの大学・研究機関が軍学共同反対の意向を表明してくれることを期待している。
研究者の許容論
この制度に応募しようと考える研究者もいることは事実である。とはいえ、軍事研究
を行なうことについては後ろめたさもあり、許容論のための言い訳や口実が用意されてい
る。それらを簡単に紹介しておこう。
1 つは、科学の研究結果は民生用にも軍事用にも使えるデュアルユースであり、研究段
階から軍事用に使われるかもしれないとの理由で禁止できない、というものである。ま
た、たとえ軍事用として開発されても、将来民生に利用されて人々の生活を豊かにする可
能性があるのだから、やはり差し止められないと主張する。
2 番目は、大学への予算が絞られ続けており、結果的に大学から支給される研究費は雀
の涙でしかない現状では競争的資金が不可欠であり、たとえ軍事研究であっても喉から手
が出るほど研究資金が欲しい、という状況がある。実際、年間の研究費が10万円以下の大
学もあり、研究を続行するためとして軍事研究も止むを得ない、というところまで追い込
まれている研究者が多いのは事実である。これを私は「研究者版経済的徴兵制」と呼んで
いるが、「貧乏が軍を栄えさせる」という、実に深刻な問題と言える。
3 つ目は、自衛は戦争目的としていないのだから自衛のための軍事研究なら構わない、
戦争によって科学・技術が発展するのだから軍事研究もよいではないか、「戦争は発明の
母」でそれによって便利なものも多数発明されてきたのだから軍事研究は推奨できる、と
いうように軍事研究を肯定的に捉える立場である。戦争という人殺しの目的を、科学・技
術の発展の機会とする科学主義・技術主義の若者が増えつつあることに、私自身は危機感
を持っている。
軍学共同が学術にもたらすもの
軍事研究が大学に入り込み、学問が軍事のために私有化されていくことが軍学共同の
一番の問題である。「知の共同体」である大学は公共財であり、すべての人が等しく成果
を利用でき、また自由に意見を交換して教養を高めていく場である。いったん軍事研究が
大学の一角を占めると、そこは秘密研究の場となり、資金を提供する軍のみが使え、学長
すら手が出せない治外法権の場となっていく。その結果として、大学のコントロールが効
かなくなって大学の自治が危機に曝されるし、秘密研究や成果の秘匿が横行すると学問の
自由が脅かされることになるだろう。そのことは研究現場が自由に意見を交換できる場で
はなくなり、萎縮していくことにつながる。学問の発展が大きく阻害されるのである。
以上は軍事研究がもたらす研究面での懸念だが、大学にはもう 1 つの（より）重要な
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「学生を教育して、次世代の人間を養成する」という役割があるが、それに対する軍事研
究の悪影響も指摘しなければならない。人々のための真理探究ではなく、軍のための研究
を行なうような精神的堕落をした教員から、本当に学問に対する熱意ある教育が期待でき
るだろうか。軍からの潤沢な資金を使わねばならない教員は学生に実験を手伝わせること
になるのは確実で、学生は教員から命じられた仕事に理由も知らされずに従うのが通例に
なり、軍事研究への批判的な視野が全く育たないままになってしまう。むしろ軍事研究を
当然とする若者が量産されていくのである。
以上の研究・教育にもたらす軍事研究の悪影響は、人々の大学への、そして科学への
信頼を失わせるという、さらに深刻な問題につながっていくことを忘れてはならない。
市民とともに
教育・研究が軍学共同によって蝕まれていくことを知れば、私たちの税金によって軍
事研究が大学等で行われることを多くの市民は望んでいない。そのような大学は信用でき
ないからである。市民は軍学共同を行なおうとする大学への抗議をするとともに、他方で
は批判力・総合力を培う能力や見識を育てる大学と協力し合うことが必要である。「次世
代の人間を育てる場が健全でなければ、健全な日本にならない」のだから。市民は科学者
が社会的責任を全うしているかどうか、常に見つめ批判する役割を果たして欲しいと願っ
ている。
60-2.3 07_抄録　池内先生(P105-110).indd   110 2017/09/20   14:12
